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ば、前年度に伸び悩んだ税収が一段と落ち込む

ことも考えられ、財政赤字の動向は予断を許さ

ない。

　政府は、インフラ整備等の重要支出への資金

配分を確保する一方で財政赤字の対GDP比率

を着実に引き下げていく方針であり、追加の景

気刺激策実施は難しい状況である。2010年度の

実質GDP成長率に対する政府支出の貢献度は、

前年よりも低下することとなろう。

　インフレ懸念が高まりつつあることも、重要

なリスク要因である。降雨量の不足に伴い、野

菜、紅茶、砂糖など一部の食品価格が高騰して

おり、卸売物価ならびに消費者物価に影響が出

ている（図表39）。また、原油価格が上昇に転

じたことや国内の石油・ディーゼル価格が７月

に引き上げられたことが、燃料価格の上昇傾向

を招いている。とくに、消費者物価上昇率は、

９月に前年同月比11.6％となるなど高止まりが

続いている。これは、消費者物価指数において

食品の構成比率が50％弱と高いことが主な要因

である。さらに、2009年度入り後、株式、主要

都市の不動産、金などの価格が急上昇している。

　このような状況を受けて準備銀行は、10月の

金融政策見直しにおいて、景気回復および生産

的部門への適切な資金供給に配慮しつつ、イン

フレ期待が高まることを阻止するために利上げ

のタイミングを見極める姿勢を打ち出した。実

際に利上げが開始されれば、消費や投資にマイ

ナスの影響が及ぶこととなろう。

　その他のリスク要因としては、先進国の景気

動向、および原油価格の動向があげられる。先

進国の景気回復が遅れ、輸出が予想以上に伸び

ないようであれば、インドの景気回復にも影響

しよう。また、原油価格が大幅に上昇すれば、

貿易赤字の拡大に加えてインフレを招くことと

なり、景気回復期待が損なわれよう。石油関連

の補助金支出が増加し、財政赤字がさらに拡大

することにもなる。このような事態が発生すれ

ば、経済成長に悪影響を与えることは免れない

であろう。
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（図表39）卸売物価指数の前年同月比伸び率
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